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研究成果の概要（和文）：この研究は、サービス、営業、販売職に就く人々のパフォーマンスを向上するための組織施
策を検討するものである。より優秀な人々が長期に勤続する意志をもち、顧客に対するサービス品質を向上しようと努
めるために必要な要因を探索した。産業横断的な大規模サンプルに対する調査とフードサービス業に就くサンプルに対
する調査をおこない、定量的な分析をおこなったところ、ビジョン共有の効果や様々なタイプのリーダーシップの効果
（と逆効果）が明らかになった。組織や従業員、顧客が志向するオペレーション（標準的なものを求めるか、個別的な
ものか）によって、これらの効果も変容することも検証した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to identify organizational factors that leverage performa
nce of sales and service workers. It is desirable when talented and skilled workers intend to stay in thei
r organization and are eager to serve their customers. Large-scale samples from food service industry were
 collected following a quantitative research of workers from various industries. For example, the effects 
(both positive and negative) of vision sharing and various types of leadership behavior are examined. It i
s interesting to note that vision statement of the organization has positive impacts on desirable conseque
nces, but the future image proposal by leaders has negative impacts. Better or worse, leadership behaviors
 have significant impacts on sales and service workers' attitudes and behaviors. At the same time, these i
mpacts vary according to the orientations of organization, workers, and customers toward universal (or cus
tomized) operation.  
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 この研究は、サービスや営業、販売部門と
本社やマーケティング部門との間の組織的
なコンフリクトに注目して、顧客と直に接す
る立場にあるフロントラインの従業員（サー
ビスや営業、販売職に就く人々）のパフォー
マンスを向上するメカニズムを明らかにす
るものである。ここでいうパフォーマンスと
は、対外的活動（顧客に向けた活動）と対内
的活動（組織や管理者、自身や同僚に向けた
活動）の成果を指す。 
 本研究課題の着想は既存のサービス・マネ
ジメント研究の検討に基づいている。 
 顧客との接点において重要な役割を果た
すフロントラインの従業員の良質なセール
ス行動（Robinson, et al 2002; Jaramillo and 
Grisaffe 2009 ） や サ ー ビ ス 提 供 行 動
（Bettencourt, et al 2005）は、多くの論者
の関心を引く研究課題である。大別すると 2
つのアプローチがあり、1 つは評価制度や職
務の定義（Rizzo, et al 1970; Noble 2008）、
権限委譲（Martin and Bush 2006; Frenzen, 
et al 2010; Kern 1989; Strahle, et al 2007）
などといった制度的要因が行動を規定する
と考えるものであり、もう 1 つは従業員の動
機づけ（Oliver and Anderson 1994）や競争
志向(Brown, et al 1998)といった個人的要因
に注目するものである。既存研究は様々な規
定要因を取り上げ、成果変数も論者によって
異なる。 
 これらが部分最適を志向した研究である
のに対し、本研究では多様な変数を同時に俎
上に載せる、という点で全体最適を志向する。 
 2011 年度末に実施した準備的研究におい
て、日本の百貨店に勤務する従業員たちの調
査をおこない、様々な変数を因子分析によっ
て統合し、ロイヤルティ、満足、自己充足的
行為、技能の自己認識などの変数間に興味深
い関係性を見出した。それは、部分最適を志
向したときに従業員のパフォーマンスを向
上する要因が彼・彼女たちの技能認識を高め、
技能認識の高さが結果的に組織に対するロ
イヤルティを毀損するというものである。す
なわち、部分最適において一見すると従業員
のパフォーマンスを向上する要因が、全体最
適においてネガティブな効果をもつ、という
ことである。一方でまた、職場内のロールモ
デルや人間関係要因がこうした技能認識の
高まりを抑制し、ロイヤルティを向上するこ
とを発見した。 
 この準備的研究において調査対象とした
のは、組織によって識別された“優秀な”従
業員たちであり、彼・彼女たちの離職を抑制
するという、実務的な意義を担保したもので
はあった。けれども、量的な限界や恣意的な
調査対象の選別をおこなっていた点を克服
することが課題として残されていた。 
 さらに、フロントラインの従業員のパフォ
ーマンスを向上する要因を探る上で、営業や

販売部門内の制度的要因だけでは本来不十
分である。市場の分析や販売計画の策定など、
本社のマーケティング部門と顧客に直に接
する営業・販売部門との間にはコンフリクト
が生じることが報告されている（Kotler, et al 
2006; Homburg and Jensen 2007）。たとえ
ば、本社のマーケティング部門が営業・販売
部門の活動を調整できるだけの分析力や知
識蓄積がある場合とそうでない場合とでは、
同じ評価制度や職務の定義の下であっても、
従業員のパフォーマンスは変化すると考え
る方が自然であろう。 
 
２．研究の目的 
 
 以上の着想に基づき、本研究ではフロント
ラインの業務に就く従業員個人を対象とし
た大規模な質問票調査を実施し、（１）彼・
彼女たちのパフォーマンス（対外的活動、顧
客に向けた活動）、（２）ロイヤルティや離職
（対内的活動、組織や管理者、自身や同僚に
向けた活動）を成果変数とした定量的分析を
おこなう。また、（３）部門間のコンフリク
トと営業部門や販売部門の従業員のパフォ
ーマンスとの関係を探ることもまた本研究
の主たる目的である。 
 繰り返し述べるとおり、既存研究において
取り上げられた変数を恣意的に選択するこ
とはせず、全体最適を志向した分析をおこな
う点、さらに部門（あるいは部門間関係）を
対象にした研究と従業員個人を対象にした
研究とを架橋する役割を担う点を貢献とし
て期待する。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究課題への具体的な取り組みを大別
すると、（１）フロントラインの従業員のパ
フォーマンスや部門内の制度的要因、部門間
のコンフリクトに関する要因を包括的に捉
えた定性的研究、（２）フロントラインの従
業員の大規模サンプルに対する定量的研究、
（３）部門間のダイナミクスを捉えるために
日本企業の事業体を対象におこなった定量
的研究、の 3つのアプローチを用いるもので
ある。本項（３．研究の方法）と次項（４．
研究成果）の内容もそれぞれのアプローチご
とに整理する。 
 
(1) 定性的研究 
 前項において挙げた、従業員の対外的活
動・対内的活動、および部門間関係を包括的
に捉えるための定性的研究を企画した。前述
の百貨店従業員の調査の他、フィットネスク
ラブを対象とした調査結果に基づき、組織の
全社的な志向性のみならず、各部門の志向性、
従業員の志向性、さらには顧客の志向性が一
致したときに、顧客に対する提供価値や従業
員の組織に対するロイヤルティが改善・向上
される、ということを仮説的なフレームワー



クとし、結果的に 5 業界 10 社を比較する手
法をとった。２次データのほか、従業員、経
営層、フランチャイジーへのヒアリング調査
を実施し、多様な情報源を用いた。 
 この研究のために準備した分析のフレー
ムワークは以下のとおり。 
 概略は、組織（全社および部門）と従業員、
顧客の志向性が一致するときに顧客価値が
創造され（対外的活動）、従業員の組織に対
するロイヤルティや貢献（対内的活動）が醸
成される、というものである。 
 具体的に、組織の要因として、求める人材
像の定義、理念やビジョンの共有（全社）、
採用・育成（部門間関係。たとえば営業・販
売部門と人事部門）、報酬・評価（部門内）
を、従業員の要因としてロイヤルティ（対内
的活動）、商品、接客、空間（対外的活動）
のマネジメントについて調査した。 
 研究初年度（2012 年度）の夏までに研究成
果を一旦まとめ、共著書としての出版のため
の調整や内容の再確認を続けた。 
 
(2) 定量的研究（対象：従業員） 
 上記の定性的調査ののち、調査会社のモニ
ターを用いて、産業横断的なサンプルとフー
ドサービス業のサンプルを収集した。調査対
象のプロファイルの違いが、知見（定性的調
査の結果に基づいて得られた仮説検証の結
果）に影響するかどうかを検討するため、2
度の調査を計画・実施した。また、組織（全
社および部門）と従業員、顧客の志向性の一
致度を測定するための調査項目をまったく
新しく作り出すため、調査項目の有効性（あ
る程度の分散が確保されること、分析結果が
実務家や他の研究者の共感をえられるもの
であること）を確認するために複数回の調査
が必要であると考えた。 
 第１回の調査は初年度秋（11 月）に実施さ
れ、産業横断的な 1,518 サンプルを得た。こ
のとき、顧客に直に接する立場にあるフロン
トライン従業員の割合が低く562サンプルに
留まった。その理由として、日本の産業構成
比や調査会社のモニターの構成比よりも多
くのサンプルが教育サービス業や金融業か
ら得られたことが挙げられる。また、実務家
の評価を得るためにも、産業横断的な議論と
業界を特定した議論とを比較することを目
的に、第 2回調査を企画・実施した。調査項
目の確定や調査票の改善に協力するインフ
ォマントが得られたことや、フロントライン
従業員の比率の高さを期待して、フードサー
ビス業にある従業員を対象とした。初年度末
（3 月）に 515 サンプル（うち、フロントラ
イン従業員は 331 サンプル）を収集し、最終
年度（2013 年度）にかけて分析作業を続けた。 
 本定量調査については、個別企業の協力も
得たので、2 度の調査と合計すると約 2,500
サンプルのデータを得た。また、調査票の作
成や調査項目の選別、特に組織・従業員・顧
客の志向性を測定する調査項目の確定のた

め、実務家（フードサービス業者やサービス
業専門のコンサルタントなど）や他機関の研
究者と定期的に研究会を開催した。 
 分析のフレームワークは定性的研究の成
果に基づいており、部門内の制度的要因とし
て様々なリーダーシップ行動や公正性を追
加した。この意図は、既存研究において確立
された変数があること、実務的にもコントロ
ール可能な変数と期待することによる。 
 最終年度初夏に初稿、査読を経て、秋に最
終稿として完成させた。 
 
(3) 定量的研究（対象：事業体） 
 営業・販売部門の従業員のパフォーマンス
を向上するメカニズムを探る目的のため、分
析対象を事業体とした定量的研究もおこな
った。データは過年度（2010 年度）に収集し
たものを利用し、研究期間内に追加的な分析
を施した。 
 分析のフレームワークは、部門間関係（パ
ワーやマーケティング部門の活動）が営業・
販売部門の活動実体に与える影響と財務的
な成果を改善するメカニズムを明らかにす
るものである。 
 分析対象は日本企業の国内 157 事業、海外
91 事業である。回答は各事業のマーケティン
グ担当者から得ており、上記の定性的研究や
従業員対象の定量的研究とは異なる性質の
データ・セットである。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果は、最終年度末までに 3件の
雑誌論文、16 件（うち、海外学会における発
表が 11 件）の学会報告、2件の図書として発
表した。具体的な研究成果をアプローチ別に
述べる。 
 
(1) 定性的研究 
 5業界10社を対象とした比較研究を通じて、
組織（全社および部門）、従業員、顧客の志
向性が一致し、従業員の対外的活動・対内的
活動が望ましいものとなる2つのシナリオが
ある、と明らかにした。 
 第 1は、サービスのプロとして徹底して顧
客に尽くせる人材をターゲットとした採用
方針の下で、理念的な社風、理念に基づく意
識のすりあわせを重視する採用・育成、あい
まいな評価指標やチーム制による評価・報酬
によって特徴づけられる組織・従業員が、特
定の従業員によるサービスやプレミアムな
価値を求める顧客に対して価値を提供する
シナリオである。これをカスタマイズ型のオ
ペレーションと名づけた。 
 第 2は、定めた目標に対してどんな困難が
あろうと完遂する人材をターゲットとした
採用方針の下で、具体的・競争的な社風、共
通目標の徹底的な刷り込みを重視する採
用・育成、明確な目標管理や個人の優勝劣敗
による評価・報酬によって特徴づけられる組



織・従業員が、優れたコスト・パフォーマン
スや標準的なサービスを求める顧客に対し
て価値を提供するシナリオである。カスタマ
イズ型に対照するものとしてユニバーサル
型のオペレーションと名づけた。 
 それぞれのオペレーションが際立つ企業
（そしてそれぞれのオペレーションが具体
的な顧客価値の実現や顧客満足に結実して
いる企業）を 5 業界から 10 社取り上げ、組
織（全社）の変数として「理念・社風」、組
織（全社や部門間関係）の「採用・育成」、
組織（部門）の「報酬・評価」と従業員の志
向性、顧客の志向性が一貫してそれぞれのオ
ペレーションに適している場合、従業員のパ
フォーマンスも最適なものになる、と検討し
た。 
 
(2) 定量的研究（対象：従業員） 
 2 度に渡る大規模サンプルの収集は、定性
的研究の成果に定量的な裏づけを得る目的
でおこなわれたものである。調査票の充実化
や比較対象を得ることを目的として個別企
業の従業員からも大規模な回答を得たが、こ
こでは調査会社のモニターに対する2度の調
査結果について述べる。 
 上記の定性的研究成果において挙げたよ
うに、組織の「理念・社風」、「採用・育成」、
「報酬・評価」に関する変数を用いて、従業
員の対外的活動・対内的活動のパフォーマン
スとの関係を探った。同時に、組織、従業員、
顧客のカスタマイズ型（あるいはユニバーサ
ル型）のオペレーションに対する志向性を測
定し、志向性の程度によってパフォーマンス
を向上する要因に違いが生じるかどうかを
検証した。 
 2 回の調査ではサンプルの性質がまったく
異なるにも関わらず、多くの共通する知見を
えた。たとえば、全社的なビジョンの共有は
従業員の対内的に望ましい行動をもたらす
のに対し、リーダーによる将来像の提示はネ
ガティブな結果につながる。先行研究では望
ましい結果をもたらすことが期待される変
数であるにも関わらず、である。他にも様々
なリーダーシップ行動が成果に対して逆機
能を示しており、組織の長期的なビジョンに
対して、リーダーによる行動が短期的であっ
たり、ミスマッチを起こしているときに従業
員のパフォーマンスが低下することを明ら
かにした。リーダーシップ行動は、組織にと
っては比較的コントロール可能な変数とし
て想定しており、良くも悪くも、従業員のパ
フォーマンスを大きく左右する要因である
ことが示唆される。 
 また、リーダーシップ行動のみならず、組
織内の情報共有や個人の意思決定への参画、
組織全体の意思決定の一貫性などの影響力
は、オペレーションに対する組織・従業員・
顧客の志向性によって効果の有無や多寡が
変容する。実務への示唆として、各主体の志
向性の測定・評価が重要であり、志向性の測

定・評価結果に基づいて、従業員のパフォー
マンス向上策を練ることが有用であると提
言した。 
 
 (3) 定量的研究（対象：事業体） 
 
 最後に、部門間のコンフリクトと組織的な
セールス・サービス提供活動との関係を探る
ための研究成果を紹介する。 
 営業部門の活動が活発であるとき、事業成
果が向上する。このことに異を唱えるのは難
しい。次に、営業部門の活動を活性化する要
因についていうと、第 1に営業部門を管理・
訓練するプログラムがあればよい、と予想す
ることができる。あるいは第 2に、営業部門
の従業員が自律的に行動できれば、活発な活
動が展開される、と予想もできる。実際に、
日本企業の約250の事業体の調査に基づくと、
これらの予想が正しいことがわかった。 
 しかし、営業部門が価格調整や標的以外の
顧客への販売などで自律的に行動を進める
と、営業活動は活性化する一方で、事業成果
に対する効果は否定的なものであることが
わかった。マーケティング部門による戦略策
定行動が他部門、すなわち営業部門の従業員
の活動やパフォーマンスを向上する一方で、
営業部門の従業員たちの自律的なセール
ス・サービス提供活動は正と負、両面の作用
を見せたのである。また、事業成果に対する
総合効果はネガティブなものであった。 
 
 多様な研究方法を用いたトライアンギュ
レーションの結果として、本研究成果をまと
める。リーダーシップのもつ逆効果や自律的
な営業活動の負の側面など、全社的あるいは
部門間関係に関する組織の要因と部門内の
要因、従業員や顧客の要因とを同時に分析の
俎上に載せたとき、一見すると望ましいパフ
ォーマンスをもたらすような変数がまった
く異なる作用をもつことがある。これらの知
見は全体最適を志向した研究手法によって
得られるものである。 
 ただし、全体最適の名の下に、考慮すべき
変数を肥大化させた点には改善の余地があ
る。本研究課題においてリーダーシップや公
正性に注目したように、焦点を当てるべき変
数の識別にはさらなる検討が必要である。ま
た、従業員のパフォーマンスを測定するため
の情報源が偏っている。従業員の自己評価や
管理者（上記の定量的研究においてはマーケ
ティング担当者）の評価を個々に取り扱うの
ではなく、組織、従業員、さらには顧客によ
る評価を複合的に用いた実証研究を今後の
課題として計画している。 
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